
令和５年度事業計画 
 
１ センターの概況 

公益社団法人伊勢原市シルバー人材センター（以下「センター」という。）における

受注件数、契約額は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、ここ数年わずかではあ

りますが、それぞれ減少している状況にあります。令和４年度は、現在まで前年度と比

較して若干増加していますが、今後も、新型コロナウィルス感染症の収束が見えないこ

とやセンターを取り巻く社会経済情勢などから、先行きは不透明であると認識していま

す。 
また、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の改正による高年齢者の就業確保措置

が講じられたことなどを背景に、会員数は減少し、高齢化が進んでいます。 

２ 令和５年度におけるセンター運営の基本方針 
センターの第三次中期基本計画（令和 3～7 年度）に基づき、目指す姿「地域を支

え、生きがいを創造するシルバー人材センター」の実現に向けた取り組みを推進しま

す。 
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《受注件数と契約額の推移》
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（１）活力と魅力あるセンターづくりの推進 
会員の拡大と技能・技術を要する仕事に就ける後継者育成に関する取組を強化する

とともに、就業機会の拡大に向けた積極的な取組を展開します。また、会員による活

発な同好会活動を促進するなど、活力と魅力あるセンターづくりを進めます。 

（２）安全で適正な就業の確保 
健康で生きがいのある日々の生活を送っていただくため、会員各人の健康管理、安

全就業を促進します。また、就業実態に応じた請負、人材派遣を見極めた適正就業の

徹底を図ります。 

（３）地域社会への貢献 
地域社会のニーズに応えた就業を通して地域に貢献することはもとより、積極的な

ボランティア活動を進めることで、地域にとって必要不可欠なシルバー人材センター

としていきます。 

（４）センターの運営環境を取り巻く諸課題への対応 
新型コロナウイルス感染症の感染状況や国等の対応の動向等に注視しつつ、その状

況に応じた事業執行と各種取組の柔軟な対応を行います。また、消費税制度の改正に

適切に対応します。 
 
３ 令和５年度の主な取組 
（１）センター活性化の推進 
ア 会員の増強 
〇ホームページ掲載内容の充実 
・閲覧者がセンター情報を容易に入手でき、新規入会や発注に結び付けるような掲

載内容の充実 
〇多様な媒体を活用したセンターＰＲ 
・広報委員会が発行する会報「シルバーいせはら」、就業・会員拡大委員会が作成

するチラシ、市広報、タウン誌等によるセンター事業や会員募集などの積極的な

情報発信 
〇「一人一会員入会運動」の展開 
・会員一人が新入会員一人を獲得する運動の展開 

〇「シルバー会員優待制度」の運用 
・シルバー会員優待事業所に会員証を提示することで、会員誰もがサービスを享受

できる制度の運用 
  〇会員のデジタル利用促進 

・会員のスマートフォンやパソコン等のデジタル環境の活用支援を行うことによ

り、事務処理の効率化・簡素化の推進  

イ 受注の拡大 
〇企業・事業所訪問による就業開拓 
・就業・会員拡大委員会を中心とする企業や事業所訪問等による新規就業先の開拓 

○「一会員一就業開拓運動」の展開 
・会員一人が一つの就業先（仕事）を開拓・獲得する運動の展開 

〇派遣事業の推進強化 
・センターにおける派遣事業の周知及び受注拡大を図るための PR 強化 

〇技能・技術講習会の開催 
・技能・技術後継者の育成や新たな人材発掘を図るための既存会員や一般市民を対

象とした技能講習会の開催 



〔予定する講習会・研修会〕 
区分 内容 時期 日数・回数 定員 

会員及び 
一般市民対象 

障子・網戸張り講習会 6 月 1 日間×1 回 15 人 

植木剪定講習会 11 月 2 日間×1 回 15 人 

会員対象 交通整理員研修会 3 月 0.5 日間×1 回 35 人 

〇既存職群班の体制強化 
・発注への迅速かつ的確な対応及び会員間の伝承による技能・技術後継者の育成 

〇「剪定見習い制度」の運用 
・剪定経験が浅い会員が剪定ベテラン会員につき、知識、技術、発注者とのコミュ

ニケーション能力等を習得する制度の運用 
  〇独自事業の充実 

・市と連携しゴミの減量化・資源化を図るため実施している粗大ごみリサイクル事

業の一環としてリサイクル家具の販売を行うリサイクルフェアの開催 

（２）より快適なセンター生活の実現 
ア 就業の公平化・適正化 
〇インターネットを活用した会員への情報提供 
・会員誰もが閲覧可能なセンターホームページへの最新求人情報の掲載 
・SMS による諸情報の提供 

○未就業会員への積極的アプローチ 
・未就業会員の把握と積極的な声掛け及び就業相談会の開催等 

〇必要に応じた配分金の見直し 
・最低賃金等を勘案した、必要に応じた配分金単価の見直し 

〇適正就業の推進 
・地域事業所や会員等への「シルバー人材センターのご案内」の配付及び業務内容

に応じた請負・委任と人材派遣を見極めた適正な契約の締結 

イ 安全就業の徹底 
〇安全パトロールの実施 
・安全管理委員会と事務局職員が会員の就業先へ出向いての安全パトロールの実

施及び必要に応じた事業所への改善要請 
〇「安全だより」の発行 
・安全管理委員会が中心となった、会員自身の安全の確保や周囲への安全配慮の取

り組みの啓発、健康管理を促すための「安全だより」の作成及び会員への配付等 
○安全講習会の開催及び関連事業への参加 
・安全就業を推進・徹底するための講習会の開催及び他団体が実施する関連事業へ

の参加 

〔予定する講習会・研修会〕 
区分 内容 時期 日数・回数 定員 

会員対象 
刈払機安全作業講習会 5 月 1 日間×1 回 30 人 

災害等応急対応研修会 1 月 0.5 日間×1 回 40 人 

ウ 親睦・交流活動の活性化 
〇会員を対象とする日帰り旅行等の実施 
・会員活性化委員会が中心となった会員相互の親睦を目的とするボウリング大会

や日帰りバス旅行の実施 



○シルバーフェスタ 2023 の開催 
・会員活性化委員会が中心となったセンター活動の紹介、入会促進、受注拡大を目

的に多彩な催しを行う「シルバーフェスタ 2023」の開催 
〇会員の自主的な同好会活動の展開 
・コロナ禍での感染状況に柔軟に対応した活動の展開 

〇地域イベントへの積極的な参加とボランティア活動の促進 
・積極的な地域イベントへの参加やボランティア活動による地域貢献及びそれら

を通じた会員の連帯強化とセンターPR 

〔予定するイベント参加及びボランティア活動〕 
区分 内容 時期 

イベントへの参加 
公園緑花まつり（リサイクル家具の販売） 5 月 

サポセンフェスタ 11 月 

ボランティア活動 

通学児童生徒の見守り 通年 

道灌まつり清掃ボランティア 10 月 

市立武道館の樹木剪定 10 月 

地域班による各種ボランティア活動 － 

（３）センター運営機能の強化 
ア 組織体制の強化 
〇委員会の活発な活動展開 
・会員で構成する安全管理委員会、会員活性化委員会、広報委員会、就業･会員拡

大委員会の 4 委員会の活発な活動展開 
○地域班の活発な活動展開 
・地域班の会員相互の連帯意識の強化及び就業開拓や会員増強などの取り組みの

推進 
〇インボイス制度への適切な対応 
・令和５年１０月に導入される消費税のインボイス制度に対応した業務管理シス

テムの導入など適切な対応 
〇県連合会への派遣事業に係る事務の一部移管 
・神奈川県シルバー人材センター連合会へ移管している派遣事業に係る賃金の支

払、入金確認などの事務の効率化を図るため、令和５年度から実施する新たな神

奈川方式での派遣事業の円滑な執行 

イ 財政基盤の安定化 
〇自主財源の確保拡大 
・発注へ迅速かつ的確に応え受注拡大を図るための会員の増強及び就業開拓の推

進・強化等による受注拡大 
〇事務費の額の改定 
・諸物価の高騰や各種経費の増加が見込まれる中で、当センターの経営の安定化と

継続性を確保するため、事務費の額を受注額の８パーセントから１０パーセント

に改定（改定時期は令和５年１０月１日） 
  〇未収金の回収と適正な貸倒損失（債権放棄）の計上 

・事業活動によって生じたこれまでの未収金について徴収に努めるとともに、事実

上、回収が困難な債権については貸倒損失（債権放棄）として計上 



収　支　予　算　書

(単位：円)

当初予算額 前年度当初予算額 増減

1 Ⅰ一般正味財産増減の部 1

2  1.経常増減の部 2

3 (1)経常収益 3

4 受託事業収益 303,429,000 297,835,000 5,594,000 4

5 受取配分金 269,258,000 267,650,000 1,608,000 5

6 受取材料費等 9,118,000 8,124,000 994,000 6

7 受取事務費 25,053,000 22,061,000 2,992,000 7

8 労働者派遣事業等受託収益 705,000 1,044,000 △ 339,000 8

9 労働者派遣事業等受託収益 705,000 1,044,000 △ 339,000 9

10 受取会費 1,500,000 1,720,000 △ 220,000 10

11 正会員受取会費 1,500,000 1,720,000 △ 220,000 11

12 受取補助金等 23,182,000 23,182,000 0 12

13 受取連合交付金 10,339,000 10,339,000 0 13

14 受取（市）補助金 12,843,000 12,843,000 0 14

15 雑収益 2,000 2,000 0 15

16 受取利息 2,000 2,000 0 16

17 経常収益計 328,818,000 323,783,000 5,035,000 17

18 (2)経常費用 18

19 事業費 321,454,000 316,513,000 4,941,000 19

20 支払配分金 269,258,000 267,650,000 1,608,000 20

21 支払材料費等 9,118,000 8,124,000 994,000 21

22 給料手当 18,386,000 17,923,000 463,000 22

23 臨時雇賃金 5,994,000 5,904,000 90,000 23

24 法定福利費 3,103,000 2,951,000 152,000 24

25 退職給付費用 1,185,000 1,161,000 24,000 25

26 福利厚生費 39,000 39,000 0 26

27 会議費 27,000 11,000 16,000 27

28 旅費交通費 12,000 11,000 1,000 28

29 通信運搬費 1,223,000 1,221,000 2,000 29

30 消耗品費 227,000 192,000 35,000 30

31 修繕費 110,000 90,000 20,000 31

32 印刷製本費 525,000 565,000 △ 40,000 32

33 光熱水料 431,000 353,000 78,000 33

34 賃借料 3,051,000 2,173,000 878,000 34

35 保険料 3,195,000 3,181,000 14,000 35

36 諸謝金 1,454,000 421,000 1,033,000 36

37 租税公課 1,268,000 1,191,000 77,000 37

38 組織活動助成費 362,000 379,000 △ 17,000 38

39 委託費 2,309,000 2,839,000 △ 530,000 39

40 教材費 30,000 29,000 1,000 40

41 支払手数料 110,000 95,000 15,000 41

42 貸倒損失 27,000 0 27,000 42

43 雑費 10,000 10,000 0 43

科目

                令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで



収　支　予　算　書

(単位：円)

当初予算額 前年度当初予算額 増減科目

                令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで

44 管理費 7,364,000 7,270,000 94,000 44

45 役員報酬 540,000 564,000 △ 24,000 45

46 給料手当 4,057,000 4,039,000 18,000 46

47 法定福利費 681,000 655,000 26,000 47

48 福利厚生費 13,000 13,000 0 48

49 会議費 24,000 24,000 0 49

50 役員等旅費交通費 9,000 9,000 0 50

51 旅費交通費 11,000 11,000 0 51

52 通信運搬費 358,000 353,000 5,000 52

53 消耗品費 148,000 170,000 △ 22,000 53

54 修繕費 50,000 50,000 0 54

55 印刷製本費 290,000 256,000 34,000 55

56 光熱水料 12,000 10,000 2,000 56

57 賃借料 315,000 219,000 96,000 57

58 保険料 182,000 195,000 △ 13,000 58

59 租税公課 13,000 59,000 △ 46,000 59

60 支払負担金 215,000 215,000 0 60

61 委託費 413,000 395,000 18,000 61

62 支払手数料 8,000 8,000 0 62

63 雑費 25,000 25,000 0 63

64 経常費用計 328,818,000 323,783,000 5,035,000 64

65 評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 65

66 基本財産評価損益等 0 0 0 66

67 特定資産評価損益等 0 0 0 67

68 投資有価証券評価損益等 0 0 0 68

69 評価損益等計 0 0 0 69

70 当期経常増減額 0 0 0 70

71  2.経常外増減の部 71

72 (1)経常外収益 72

73 経常外収益計 0 0 0 73

74 (2)経常外費用 74

75 固定資産除却損 0 0 0 75

76 経常外費用計 0 0 0 76

77 当期経常外増減額 0 0 0 77

78    当期一般正味財産増減額 0 0 0 78

79    一般正味財産期首残高 46,599,851 46,599,851 0 79

80    一般正味財産期末残高 46,599,851 46,599,851 0 80

81 Ⅱ指定正味財産増減の部 81

82 (1)収益 82

83 収益計 0 0 0 83

84 (2)費用 84

85 一般正味財産への振替額 0 0 0 85

86 一般正味財産への振替額 0 0 0 86

87 費用計 0 0 0 87

88    当期指定正味財産増減額 0 0 0 88

89    指定正味財産期首残高 0 0 0 89

90    指定正味財産期末残高 0 0 0 90

91 Ⅲ 正味財産期末残高 46,599,851 46,599,851 0 91



      収支予算書内訳表

                  令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで
(単位：円)

1 Ⅰ一般正味財産増減の部 1

2  1.経常増減の部 2

3 (1)経常収益 3

4 受託事業収益 278,376,000 20,945,000 299,321,000 299,321,000 4,108,000 303,429,000 4

5 受取配分金 269,258,000 0 269,258,000 269,258,000 0 269,258,000 5

6 受取材料費等 9,118,000 0 9,118,000 9,118,000 0 9,118,000 6

7 受取事務費 0 20,945,000 20,945,000 20,945,000 4,108,000 25,053,000 7

8 労働者派遣事業等受託収益 0 705,000 705,000 705,000 0 705,000 8

9 労働者派遣事業等受託収益 0 705,000 705,000 705,000 0 705,000 9

10 受取会費 0 750,000 750,000 750,000 750,000 1,500,000 10

11 正会員受取会費 0 750,000 750,000 750,000 750,000 1,500,000 11

12 受取補助金等 0 20,678,000 20,678,000 20,678,000 2,504,000 23,182,000 12

13 受取連合交付金 0 10,339,000 10,339,000 10,339,000 0 10,339,000 13

14 受取（市）補助金 0 10,339,000 10,339,000 10,339,000 2,504,000 12,843,000 14

15 雑収益 0 0 0 0 2,000 2,000 15

16 受取利息 0 0 0 0 2,000 2,000 16

17 経常収益計 278,376,000 43,078,000 321,454,000 321,454,000 7,364,000 328,818,000 17

18 (2)経常費用 18

19 事業費 278,376,000 43,078,000 321,454,000 321,454,000 0 321,454,000 19

20 支払配分金 269,258,000 0 269,258,000 269,258,000 0 269,258,000 20

21 支払材料費等 9,118,000 0 9,118,000 9,118,000 0 9,118,000 21

22 給料手当 0 18,386,000 18,386,000 18,386,000 0 18,386,000 22

23 臨時雇賃金 0 5,994,000 5,994,000 5,994,000 0 5,994,000 23

24 法定福利費 0 3,103,000 3,103,000 3,103,000 0 3,103,000 24

25 退職給付費用 0 1,185,000 1,185,000 1,185,000 0 1,185,000 25

26 福利厚生費 0 39,000 39,000 39,000 0 39,000 26

27 会議費 0 27,000 27,000 27,000 0 27,000 27

28 旅費交通費 0 12,000 12,000 12,000 0 12,000 28

29 通信運搬費 0 1,223,000 1,223,000 1,223,000 0 1,223,000 29

30 消耗品費 0 227,000 227,000 227,000 0 227,000 30

31 修繕費 0 110,000 110,000 110,000 0 110,000 31

科目
就業機会提供事業 就業機会確保事業 計

シルバー人材センター事業 合計
小計

公益目的事業会計
法人会計



      収支予算書内訳表

                  令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで
(単位：円)

科目
就業機会提供事業 就業機会確保事業 計

シルバー人材センター事業 合計
小計

公益目的事業会計
法人会計

32 印刷製本費 0 525,000 525,000 525,000 0 525,000 32

33 光熱水料 0 431,000 431,000 431,000 0 431,000 33

34 賃借料 0 3,051,000 3,051,000 3,051,000 0 3,051,000 34

35 保険料 0 3,195,000 3,195,000 3,195,000 0 3,195,000 35

36 諸謝金 0 1,454,000 1,454,000 1,454,000 0 1,454,000 36

37 租税公課 0 1,268,000 1,268,000 1,268,000 0 1,268,000 37

38 組織活動助成費 0 362,000 362,000 362,000 0 362,000 38

39 委託費 0 2,309,000 2,309,000 2,309,000 0 2,309,000 39

40 教材費 0 30,000 30,000 30,000 0 30,000 40

41 支払手数料 0 110,000 110,000 110,000 0 110,000 41

42 貸倒損失 0 27,000 27,000 27,000 0 27,000 42

43 雑費 0 10,000 10,000 10,000 0 10,000 43

44 管理費 0 0 0 0 7,364,000 7,364,000 44

45 役員報酬 0 0 0 0 540,000 540,000 45

46 給料手当 0 0 0 0 4,057,000 4,057,000 46

47 法定福利費 0 0 0 0 681,000 681,000 47

48 福利厚生費 0 0 0 0 13,000 13,000 48

49 会議費 0 0 0 0 24,000 24,000 49

50 役員等旅費交通費 0 0 0 0 9,000 9,000 50

51 旅費交通費 0 0 0 0 11,000 11,000 51

52 通信運搬費 0 0 0 0 358,000 358,000 52

53 消耗品費 0 0 0 0 148,000 148,000 53

54 修繕費 0 0 0 0 50,000 50,000 54

55 印刷製本費 0 0 0 0 290,000 290,000 55

56 光熱水料 0 0 0 0 12,000 12,000 56

57 賃借料 0 0 0 0 315,000 315,000 57

58 保険料 0 0 0 0 182,000 182,000 58

59 租税公課 0 0 0 0 13,000 13,000 59

60 支払負担金 0 0 0 0 215,000 215,000 60

61 委託費 0 0 0 0 413,000 413,000 61

62 支払手数料 0 0 0 0 8,000 8,000 62

63 雑費 0 0 0 0 25,000 25,000 63

64 経常費用計 278,376,000 43,078,000 321,454,000 321,454,000 7,364,000 328,818,000 64



      収支予算書内訳表

                  令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで
(単位：円)

科目
就業機会提供事業 就業機会確保事業 計

シルバー人材センター事業 合計
小計

公益目的事業会計
法人会計

65 評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 0 0 0 65

66 基本財産評価損益等 0 0 0 0 0 0 66

67 特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 67

68 投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 0 0 68

69 評価損益等計 0 0 0 0 0 0 69

70 当期経常増減額 0 0 0 0 0 0 70

71  2.経常外増減の部 71

72 (1)経常外収益 72

73 経常外収益計 0 0 0 0 0 0 73

74 (2)経常外費用 74

75 固定資産除却損 0 0 0 0 0 0 75

76 経常外費用計 0 0 0 0 0 0 76

77 当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 77

78    他会計振替前当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 78

79 他会計振替額 0 0 0 0 0 0 79

80    当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 80

81    一般正味財産期首残高 △ 100,001 46,699,852 46,599,851 81

82    一般正味財産期末残高 △ 100,001 46,699,852 46,599,851 82

83 Ⅱ指定正味財産増減の部 83

84 (1)収益 84

85 収益計 0 0 0 0 0 0 85

86 (2)費用 86

87 一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 87

88 一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 88

89 費用計 0 0 0 0 0 0 89

90    当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 90

91    指定正味財産期首残高 0 0 0 91

92    指定正味財産期末残高 0 0 0 92

93 Ⅲ 正味財産期末残高 △ 100,001 46,699,852 46,599,851 93



令和５年度資金調達及び設備投資の見込み 

 

 

（１）資金調達の見込み 

令和５年度中における借入の予定なし 

 

（２）設備投資の見込み 

令和５年度中における重要な設備投資の予定なし 


